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まえがき 

 

 国際標準化機構（ISO）及び国際電気標準会議（IEC）が行う国際標準化活動は、政府・産業界

を含めて世界的に広く利用される国際規格を提供してきている。 

我が国では、ISO 及び IEC に対して、閣議了解に基づいて日本産業標準調査会（JISC）が代表

機関として加盟している。また、個別分野における国際規格案の審議・国際幹事(1)業務などの国

際標準化活動の専門業務については、関係する国内組織と協力して、これらの幅広い活動に対応

している。 

 JISC 事務局を務める経済産業省産業技術環境局では、ISO/IEC 中央事務局との連絡方法を調

整し、また、国際標準化活動の専門業務の電子化の進展に対応するため産業標準策定システムの

一部として ISO/IEC 規格策定業務支援システム（本要領において当該システムを「JISC ライブ

ラリーサーバ」という。）を構築するなど、国内活動が円滑に行えるよう整備してきているが、

これに伴い、関係手続きが多岐に亘って複雑化してきた。 

 このため、これら ISO 及び IEC の国際規格案等の審議引受け国内組織（以下、国内審議団体）・

国際幹事の引受け国内組織（以下、国際幹事引受団体）などにおける国際標準化業務の標準的な

事務処理方法及び JISC 事務局との関係について ISO/IEC 事務処理要領（国内審議団体等の手続

き編）として、取りまとめ、関係者への周知、便宜を図ることとしたものである。 

ISO、IEC 及び両機関の合同技術委員会である JTC1 における国際標準化活動の専門業務につい

ては、ISO/IEC 専門業務指針 [ISO/IEC Directives]及び情報技術に関する JTC1 の技術作業手順

に基づいて行われる。従って、この要領に記載されていない事項であっても、これらの業務指針

等に基づいて業務を行う必要がある。(2) 

なお、この要領にすべての状況を記載することは困難であり、主要な手続き及びよく問題とな

る項目を取り上げているが、実際の活動の中でどのような手続き・基準を適用すべきか不明な場

合も含めて JISC 事務局と緊密に連絡をとり合って、国際標準化業務を円滑に実施していただき

たい。 

 ISO/IEC 事務処理要領第 12.02 版（2016 年 7 月発行）は、同第 13.00 版の発効と同時に廃止さ

れる。 

 

注(1) ISO は 2019 年から国際幹事の名称を委員会マネージャー（committee manager）に変更したが、

ISO/IEC 共通の記述の部分もあるため、この文書では「国際幹事」を使用する。 

注(2) 最新の ISO/IEC 専門業務指針 [ISO/IEC Directives]及び情報技術に関する JTC1 補足指針 

については以下のウェブサイトから閲覧・取得が可能である。 

 

（ISO ウェブサイト） 

 ISO/IEC 専門業務用指針 第 1部・ISO 補足指針統合版 

(ISO/IEC Directives Part 1 and Consolidated ISO Supplement) 2019 年第 10 版 

 JTC1 補足指針（Supplement — Procedures specific to JTC 1）2018 年第版 

 ISO/IEC 専門業務用指針 第 2部（ISO/IEC Directives Part 2）2018 年第 8版 

http://www.iso.org/iso/home/standards_development/resources-for-technical-

work/iso_iec_directives_and_iso_supplement.htm 
（IEC ウェブサイト） 

 ISO/IEC 専門業務用指針  第 1部（ISO/IEC Directives Part 1）2019 年第 15 版 
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 ISO/IEC 専門業務用指針 第 2部（ISO/IEC Directives Part 2）2018 年第 8版 

 IEC 補足指針 (IEC Supplement) 2019 年第 13 版 

 ISO/IEC 専門業務用指針  第 1部（ISO/IEC Directives Part 1）＋IEC 補足指針 (IEC Supplement) 

http://www.iec.ch/members_experts/refdocs/ 

なお、一般財団法人日本規格協会の以下のウェブサイトから、ISO/IEC 専門業務用指針の日英対訳版を

含む、ISO/IEC の規定・政策等を閲覧することができる。 

https://www.jsa.or.jp/dev/std_shiryo/ 
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第 1章 ISO/IEC 共通分野 

 

1.1  国内審議団体の引受け等 

1.1.1  新委員会（TC/SC）の設置に対する国内審議団体の引受け 

 (1)JISC 事務局からの新委員会（TC/SC 等）の国内審議団体引受けの意向確認を受け、

引受けの意志を固めた関連団体等は、以下の書類を JISC 事務局（経済産業省産

業技術環境局国際標準課又は国際電気標準課〔以下、担当課という。〕）に提出す

る。 

＜必須書類＞ 

－ 国内審議団体引受け申請書（共通様式 1） 

－ 著作権に係る取扱い同意書（共通様式 2） 

－ 当該団体等の寄付行為又は定款 

＜以下は、P メンバーの場合のみ必須＞ 

－ 国内審議委員会運営規約（案）（共通様式 1 参考資料） 

－ 委員会構成名簿（案） 

なお、新 SC 設置の場合は、JISC 事務局からの意向確認を待たないで、引受け

の意志を直接表明してもよい。ただし、この場合、親 TC 国内審議団体の同意を示

す文書を添付すること（親 TC と同一国内審議団体の場合は省略可）。 

 (2)JISC 事務局内で検討の結果、申請のあった関連団体等による国内審議団体引受

けが承認された場合（国内審議団体選定基準は附属書 1 を参照）、当該団体等は

JISC 事務局から承認書の送付を受ける。 

 (3)国内審議団体として承認された団体等は、JISC ライブラリーサーバ（ISO/IEC 規

格策定業務支援システム）の ID 管理者を定め、一般財団法人日本規格協会 国

際標準化戦略ユニットへ連絡先を通知し、一般財団法人日本規格協会 国際標準

化戦略ユニットから JISC ライブラリーサーバの使用に係るアクセス ID 及びパ

スワードの配付を受ける。なお、ISO 中央事務局の IT ツールへのアクセス ID 及

びパスワードは、一般財団法人日本規格協会 国際標準化戦略ユニットから、IEC

中央事務局のサーバへのアクセス ID 及びパスワードは、一般財団法人日本規格

協会 IEC 活動推進会議事務局（以下、IEC-APC 事務局という。）から配布を受け

る。（ISO は 2.3.1 を、IEC は 4.4.1 を参照のこと。） 

(4)国内審議団体は、その活動中、ISO/IEC 文書の著作権の取扱いに注意を払うとと

もに、与えられた JISC ライブラリーサーバ及び ISO IT ツール/IEC サーバへの

アクセス ID 及びパスワードの管理を徹底し、また、組織改編や人事異動等によ

り JISC ライブラリーサーバへの登録情報に変更が生じた場合は、国内審議団体

及び ID 管理者の連絡先の更新を行うこと。（更新方法は、参考 3を参照。） 
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1.1.2 国内審議団体の引受け状況変更 

1.1.2.1 国内審議団体業務の他団体等への移管 

(1) 国内審議団体が、諸般の事情によりその国内審議団体業務を他団体等に移管した

い場合、業務移管に関する次の申請書類を JISC 事務局（担当課）に提出する。（国

際幹事の移管が伴う場合には、1.2.2.1 の手続きも同時に行う。） 

  なお、移管までの業務及び新国内審議団体の業務に必要な情報等の伝達について

は、原則として現在の国内審議団体が責任をもって行う。 

 ＜現在の国内審議団体＞ 

 － 国内審議団体業務移管申請書（共通様式 3） 

 ＜新規に国内審議団体業務の引受けの意志を有する関連団体等＞ 

 － 国内審議団体引受け申請書（共通様式 1a） 

 － 著作権に係る取扱い同意書（共通様式 2） 

 － 当該団体等の寄付行為又は定款 

（以下は、参加地位が P メンバーの場合のみ必須） 

－ 国内審議委員会運営規約（案）（共通様式１a 参考資料） 

－ 委員会構成名簿（案） 

(2) JISC 事務局内で検討の結果、国内審議団体業務の移管が承認された場合（新規国

内審議団体選定基準は附属書 1 参照）、新旧国内審議団体は JISC 事務局から移管

承認書の送付を受ける。（以後の新国内審議団体の引受けにおける手続きと義務は、

1.1.1 (3)-(4)参照。） 

(3) 旧国内審議団体に対して JISC 事務局から提供されている便宜供与（JISC ライブ

ラリーサーバ利用等）は、自動的に解除される。 
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1.1.2.2 JSA 標準化支援スキームに係る国内審議団体業務の JSA への一部移管 

(1) JSA 標準化支援スキームの活用について、JISC 標準第一部会又は標準第二部会

の承認が得られ、国内審議団体業務の JSA への一部移管が必要な場合は、一部

業務移管に関する次の書類を JISC 事務局（担当課）に提出する。 

  なお、一部業務移管までの業務及び一部業務移管先の JSA の業務に必要な情報

等の伝達については、原則として現在の国内審議団体が責任をもって行う。 

 ＜現在の国内審議団体＞ 

 － 国内審議団体業務一部移管についての意向確認書（ISO/IEC 新市場創造型標

準化制度【JSA 標準化支援スキーム】事務処理要領 様式 a）（※JSA 標準化

支援スキームの事前相談段階で提出されるもの。） 

 ＜国内審議団体業務の一部引受けを行う JSA＞ 

 － 国内審議団体一部業務引受け申請書（共通様式 1b） 

 － 著作権に係る取扱い同意書（共通様式 2） 

 － 当該団体等の寄付行為又は定款 

（以下は、参加地位が P メンバーの場合のみ必須） 

－ 国内審議委員会運営規約（案）（共通様式 1a 参考資料） 

－ 委員会構成名簿（案） 

(2)  JISC 事務局内で検討の結果、国内審議団体業務の一部移管が承認された場合 

（新規国内審議団体選定基準は附属書 1 参照）、現在の国内審議団体及び一

部業務移管先の JSA は JISC 事務局からそれぞれ一部移管通知書、承認書の送

付を受ける。（以後の一部業務移管先国内審議団体の引受けにおける手続きと

義務は、1.1.1 (3)-(4)参照。） 

 

 

1.1.2.3 参加地位の変更 

(1) 国内審議団体が TC/SC における参加地位の変更を行いたい場合は、参加地位変更

申請書（共通様式 4）を JISC 事務局（担当課）に提出する。  

(2) O メンバーから P メンバーに変更する場合は、国内審議委員会の設置が必須とな

るため（附属書１を参照）、1.1.1 に準じ、以下の書類を JISC 事務局に提出する。 

－ 国内審議委員会運営規約（案）（共通様式 1a 参考資料） 

－ 委員会構成名簿（案） 

(3) JISC 事務局内で検討の結果、参加地位の変更が承認された場合、JISC 事務局から

ISO/IEC 中央事務局へ、参加地位の変更通知を行う。ISO/IEC 中央事務局に変更通

知が受理された後、国内審議団体は、JISC 事務局よりその旨連絡を受ける。 

 

1.1.2.4 その他の変更 

(1) TC/SC 組織の大幅な変更（解散、合併等）、国内審議団体における審議体制又は組
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織あるいは事務局体制又は組織の大幅な変更等、国内審議団体選定基準（附属書

１）への合致に影響すると考えられる大幅な変更がある場合は、その旨速やかに

JISC 事務局（担当課）に連絡、相談し、対応方針や必要な手続きの有無について

確認する。 

(2) TC/SC の名称（和訳）の変更、国内審議団体の名称等管理上の基本的項目で変更が

生じる場合は、その旨速やかに JISC 事務局に連絡する。 

 

1.1.3 国内審議団体の辞退 

国内審議団体が国内審議団体の辞退を希望する場合は、JISC 事務局（担当課）に連

絡し、以下の手続きをとる。 

－他団体等へ国内審議団体業務を移管する場合は、1.1.2.1に沿って手続きを取る。 

－業務を引き継ぐ団体等がいない場合は、国内審議団体辞退申請書（共通様式 5）

を提出する。 

 

1.2  TC/SC 国際幹事の引受け等 

1.2.1  TC/SC 国際幹事の引受け 

(1)  TC/SC幹事国割当ての為のISO/IEC中央事務局又は親TC国際幹事からの照会に対

し、国際幹事及びその業務を引受ける意向がある関係団体等は、国際幹事引受け

申請書（共通様式 6）を JISC 事務局（担当課）に提出する。 

(2) JISC 事務局内で検討の結果、国際幹事引受けが承認された場合（国際幹事引受団

体の選定基準は附属書１参照）、JISC 事務局から承認書の送付を受ける。 

(3) （TC の場合、）ISO/TMB 又は IEC/SMB で正式に決定された場合、当該団体は、JISC

事務局から ISO/IEC 内での審議の結果の通知を受ける。 

(4) 国際幹事が円滑な業務を遂行できるよう必要に応じて、当該団体は、JISC 事務局

の担当官に所属機関等への就任通知（共通様式 6参考資料（事務局共通様式 12））

の発出を依頼することができる。 

 

1.2.2  国際幹事の引受け状況変更 

1.2.2.1 国際幹事の他団体等への移管 

(1) 国際幹事及びその業務を引受けている団体等が、諸般の事情によりその国際幹事

を他団体等に移管したいという場合、移管に関する次の文書を JISC 事務局（担当

課）に提出する。（国内審議団体業務の移管が伴う場合には、1.1.2.1 項の手続き

も同時に行う。） 

  なお、移管までの業務及び新国際幹事引受団体の業務に必要な情報等の伝達につ

いては、原則として現在の国際幹事引受団体が責任をもって行う。 

＜現在の国際幹事引受団体＞ 

－国際幹事移管申請書（共通様式 7） 
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＜新規に国際幹事の引受けの意志を有する関連団体等＞ 

－国際幹事引受申請書（共通様式 6） 

 (2) JISC 事務局内で検討の結果、国際幹事及びその業務の移管が承認された場合（新

規国際幹事引受団体選定基準は附属書１参照）、両団体等はそれぞれ JISC 事務局

から移管承認書の送付を受ける。（以降の新国際幹事引受団体における手続きと義

務は、1.2.1 項参照。） 

  

1.2.2.2 国際幹事の交代 

(1) 国際幹事引受団体は、国際幹事が交代する場合には、JISC 事務局（担当課）に通

知（共通様式 8）する。 

(2) 現国際幹事は、該当する TC/SC のメンバーに国際幹事交代に関する通知を行う。

（ISO/IEC 中央事務局及び該当 TC/SC の議長、SC の場合は親委員会の国際幹事へ

は JISC 事務局から通報を行う。） 

  なお、新国際幹事が着任するまでの業務及び新国際幹事の業務に必要な情報等の

伝達については、原則として現在の国際幹事が責任をもつ。 

(3) 国際幹事に準ずる者がいる場合にも、上記に準ずる手続きとする。 

(4) 国際幹事が円滑な業務を遂行できるよう必要に応じて、当該団体は、JISC 事務局

の担当官に所属機関等への就任通知（共通様式 6参考資料（事務局共通様式 12））

の発出を依頼することができる。 

 

1.2.3 その他の国際幹事業務 

上記以外の国際幹事業務については、ISO/IEC 専門業務用指針に準じ、国際幹事引

受団体が JISC を代表して行うことができる。 

 

1.2.4 国際幹事国引受けの辞退 

国際幹事引受団体が国際幹事国引受けの辞退を希望する場合は、JISC 事務局（担当

課）に連絡、相談し、必要な場合には以下の手続きをとる。 

－他団体等へ国際幹事の引受け業務を移管する場合は、1.2.2.1 に沿って手続きをと

る。 

－業務を引き継ぐ団体等がない場合は、国際幹事辞退申請（共通様式 9）を提出する。 

 

1.3  メンテナンス機関、登録機関の事務局の引受け等 

1.3.1  メンテナンス機関、登録機関の事務局の引受け 

(1)  メンテナンス機関、登録機関の業務を引受ける意向がある関係団体等は、メンテ

ナンス機関、登録機関の事務局引受け申請書（共通様式 10）を添付書類とともに

JISC 事務局（担当課）に提出する。 

(2) JISC 事務局内で検討の結果、引受けが承認された場合（引受団体の選定基準は附
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属書１参照）、JISC 事務局から承認書の送付を受ける。 

(3) その後、ISO/TMB 又は IEC/SMB で正式に引受けが承認された場合、当該団体は、

JISC 事務局から ISO/IEC 内での審議の結果の通知を受ける。 

 

メンテナンス機関、登録機関については、ISO/IEC 専門業務用指針 第 1部 附属書 G及

び附属書 Hをそれぞれ参照。 

 

1.4 国際規格等出版物 

国際規格［International Standards（以下 IS という。特に断らない場合には、TS，

PAS 等の刊行物を含む。）］については、国内審議団体が適宜 JISC ライブラリサーバに

て閲覧する（参考 2 を参照）。 

その際、国内審議団体は、附属書２の著作権に関する遵守事項に基づき IS を取り扱

う。 

 

1.5  ISO/IEC 規格等出版物の入手 

(1) JIS 等の開発の場合 

JIS 原案作成団体又は国内審議団体が日本国内規格関係文書（JIS、TR、TS、ガイ

ド等）の開発の際、ISO/IEC 規格等出版物の内容を採用又は引用するために

ISO/IEC 規格等出版物の電子ファイルが必要な場合、当該 ISO/IEC 規格等出版物

の電子ファイル入手申請書（共通様式 11）を、JISC 事務局の電子ファイル提供代

行窓口である、一般財団法人日本規格協会 標準化総括・支援ユニット 標準化

業務管理チームに提出する。 

一般財団法人日本規格協会 標準化総括・支援ユニット 標準化業務管理チーム

は、書き換え可能な電子ファイルを優先して提供するが、書き換え可能な電子フ

ァイルが存在しない場合は PDF ファイルを提供する。 

(2) ISO 規格等の改訂の場合 

  国内審議団体が ISO 規格等の改訂の際、ISO 規格等出版物の内容を利用するために

ISO 規格等出版物の電子ファイルが必要な場合、上記(1)と同様に、共通様式 11 を

一般財団法人日本規格協会 標準化総括・支援ユニット 標準化業務管理チームに

提出する。 

(3)IEC 規格等の改訂の場合 

  国内審議団体が IEC 規格等の改訂の際、IEC 規格等出版物の内容を利用するために

IEC 規格等出版物の電子ファイルが必要な場合、各 TC/SC の国際幹事が IEC 中央事

務局のテクニカルオフィサーに依頼する。 

(4) JIS 原案作成団体が日本国内規格関係文書（JIS、TR、TS、ガイド等）の開発の際、

参考として廃止された ISO/IEC 出版物が必要な場合には、日本規格協会グループ 

出版情報ユニットに照会する。 
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1.6  ISO/IEC 中央事務局、TC/SC 国際幹事若しくは WG コンビーナ等との連絡 

(1) 無用の混乱を避けるため、TC/SC 活動を行う者が、ISO/IEC 中央事務局、TC/SC 国

際幹事若しくは WG コンビーナ等との連絡を取る場合は、所属として”Japanese 

Industrial Standards Committee”を明記すること。(JISC 名での通知文書の例

として共通様式 12 を参照。) 

(2) TC/SC の議長・国際幹事・WG コンビーナ等の国際的な公職の立場で中央事務局等

と連絡を取る場合には、議長・国際幹事・WG コンビーナ等具体的な国際的地位を

明示して、連絡すること。 

 

1.7 活動報告 

(1) 国内審議団及び国際幹事引受団体は、TC/SC 議長、TC/SC 国際幹事、WG コンビーナ

に変更がある場合は、その旨速やかに JISC 事務局（担当課）に報告する。（TC/SC

国際幹事の交代等の手続きは 1.2 に規定。） 

(2) JISC の ISO/IEC 活動の状況を把握し、対外的な説明や今後の活動方針に反映する

ため、国内審議団体及び国際幹事引受団体は、JISC 事務局からの求めに応じ活動

状況を JISC 事務局に報告する。 

(3) 国内審議団体は、その審議を引き受けている ISO/IEC に関する活動に関して、そ

れに参加する国際標準化活動者が各団体や所属組織の HP 等でニュースリリース

する場合には、公表の前営業日までに、次の項目について JISC 事務局

（jisc@meti.go.jp）及び JISC 事務局の担当官に連絡する。なお、送付する際の

メールの件名については、メールの件名の始めに『<ISO/IEC ﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ>』を半角

文字で入力することとする。（件名例：<ISO/IEC ﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ>ISO/TCXXX で○○○の

日本提案が審議開始） 

  ・ニュースリリース内容 

  ・問い合わせ先 

  ・ニュースリリース掲載予定 HP のアドレス 

  ・ニュースリリース予定日 

  ・JISC の HP へのリンク掲載の可否 
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第２章 ISO 専門分野 

 

 

第１章に規定するもののほか、ISO に関する事務処理は、次の要領による。 

 

2.1 TC/SC 活動対応 

2.1.1 文書の入手 

担当するTC/SCに関係する審議文書は、ISO中央事務局のTCサーバ（eCommittees）

からのダウンロード、又は国際幹事からのメールによる通知により入手する。 

 

- ISO 中央事務局の IT ツールの ID 及びパスワードの付与については、2.3.1 を

参照。 

- ISO 文書の著作権の扱いについては、附属書 2 を参照。 

 

2.1.2 文書への回答（投票及びコメント等） 

TC/SC の審議文書については、JISC を代表して利害関係者の意見を集約した上で

回答する。また、回答に当たっては、国際規格案（FDIS、ISO/DIS、IEC/CDV、CD）

等への回答に関する指針（参考 1）を参考にすること。 

 

各文書の事務処理を以下に記す。 

 

2.1.2.1 委員会原案（CD）段階以前の文書への回答 

(1) ISO の TC/SC 国際幹事等が回答期限を示して照会した NP、WD、CD 等は、原則とし

て国内審議団体において、国内審議委員会で審議の上（P メンバーの場合）、回答

を作成し、適宜国際幹事の指定する方法（ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting 

Portal）又はメール）で回答する。 

(2) 重要な技術的コメントは、DIS への投票に持ち越さず、CD の段階ですべての意見

を提出するように最大の努力を行う。 

(3)国内審議団体は、回答文書の写しを JISC 事務局に送付する。 

(4) なお、TS,TR,PAS 等についても、上述の手順に準じること。 

 

2.1.2.2 国際規格案（DIS）への回答 

DIS 文書については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し、回答期

限までに ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting Portal）へ回答する。コメント

は、必ず ISO 指定の電子投票コメントテンプレートの最新版を使用して英文にて作

成すること。 
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2.1.2.3 最終国際規格案文書（FDIS）への回答 

 FDIS については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し回答期限まで

に ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting Portal）へ回答する。コメントは、必

ず ISO 指定のコメントテンプレートの最新版を使用して英文にて作成すること。 

 

2.1.2.4 定期見直し文書 

定期見直し文書については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し、

回答期限までに ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting Portal）へ回答する。な

お、見直し対象となる IS については JISC ライブラリーサーバにて閲覧することが

できる（参考 2を参照）。 

 

2.1.3 日本からの提案 

2.1.3.1 日本からの新規業務項目（NP） 

国内審議団体が、新規業務項目（NP）提案書を国際幹事へ提出する際は、JISC 事

務局の新規提案受付メールアドレス（jisc-np@meti.go.jp）にも同報する。 

  なお、新市場創造型標準化制度・国際標準直接提案スキームによる提案を行う場

合は、ISO/IEC 新市場創造型標準化制度（国際標準直接提案スキーム）事務処理要

領に則り手順を踏むこと。 

また、新市場創造型標準化制度・JSA 標準化支援スキームによる提案を行う場合

は、ISO/IEC 新市場創造型標準化制度（JSA 標準化支援スキーム）事務処理要領に

則り手順を踏むこと。 

 

2.1.3.2 ファストトラック（迅速法）による提案 

国内審議団体が、既存の規格を迅速法によりISO国際規格案として提出する際は、

JISC の代表メールアドレス（isojisc@meti.go.jp）及び JISC 事務局の新規提案受

付メールアドレス（jisc-np@meti.go.jp）に同報する。なお、迅速法による手順に

ついては、ISO/IEC 専門業務用指針 第 1部 附属書 F を参照。 

JIS 原案委員会、工業会等で、ISO に対し、既存の規格をファストトラック（迅速

法）で提案しようとする者（グループを含む。）（以下、申出者とする。）は、JISC 事

務局に申し出る（共通様式 13）。 

JISC 事務局は、提案文書のテーマに関わる適切な国内審議団体が存在する場合は

協議の上、迅速法による提案の妥当性を審査し、次のいずれかの決定をし、申出者

に審査結果を通知する。 

ｱ) 迅速法による提案の実行 

ｲ) 否決 

ｳ) その他（NP 提案等） 

上記でｱ)と判断された場合は、JISC 事務局から ISO 中央事務局長宛に提案を行う。 
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2.2 ISO 上層委員会対応 

2.2.1 ISO 上層委員会文書等の入手 

必要に応じて、JISC 事務局（担当課）又は一般財団法人日本規格協会 国際標

準化戦略ユニットより上層委員会文書が配布される。 

なお、ISO 文書の著作権の扱いについては、附属書 2 を参照。 

 

2.2.2 ISO 上層委員会文書等への回答 

2.2.2.1 会議用文書への回答 

総会、理事会及び TMB 審議文書について、JISC 事務局（担当課）から対処方針案

の作成を依頼された場合は、国内審議団体において審議の上、JISC 事務局へ対処方

針案を提出する。 

 

2.2.2.2 会議用以外の文書への回答（投票及びコメント等） 

JISC 事務局又は一般財団法人日本規格協会 国際標準化戦略ユニットから依頼

された、国内審議団体として回答の必要がある総会、理事会、TMB、ISO 中央事務局

からの照会文書については、照会依頼の際の指示に従って、回答期限までに提出す

る。 

なお、TMB 通信投票案については、共通様式 14 の回答報告書を作成すること。 

新委員会（TC/PC）設置提案へのコメントについては、ISO 専用様式を用いること。 

 

2.3 その他 

2.3.1  ISO TC/SC/WG 等メンバー情報の登録等 

ISOのTC/SCの委員、WGエキスパート、国内審議団体の方々が、ISO中央事務局の

ITツールを利用し、ISOの会議に出席するためには、ISOグローバルディレクトリに

登録を行い、ID及びパスワードの付与を受ける必要がある。 

ISOグローバルディレクトリに、TC/SC/WG等メンバー、NMCメンバー、各投票者等

の新規登録、又はその情報の変更、取消しを行う場合には、以下のURLの記載に従

い国内審議団体から一般財団法人日本規格協会 国際標準化戦略ユニットへ依頼

する。 

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/std_gd-toroku/ 
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第３章 ISO/IEC JTC1 専門分野 

 

 ISO/IEC JTC1 に関する事務処理は、第１章 ISO/IEC 共通分野及び第２章 ISO 専門

分野を準用するほか、次の要領による。 

 

3.1 TC/SC 活動対応 

3.1.1 文書への回答（投票及びコメント等） 

3.1.1.1 定期見直し文書 

定期見直し文書については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し、

回答期限までに ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting Portal）へ回答する。  

なお、見直し対象となる IS については JISC ライブラリーサーバにて閲覧するこ

とができる（参考 2 を参照）。 

 

3.1.1.2 PAS 提案者の認定及びその他の投票への回答 

  PAS 提案者の認定及びその他の投票については、国内審議団体において審議のう

え、回答案を作成し、回答期限までに ISO 中央事務局の投票サーバ（Balloting 

Portal）へ回答する。  
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第４章 IEC 専門分野 

 

 

第１章に規定するもののほか、IEC に関する文書の事務処理は、以下の要領による。 

 

4.1 TC/SC 活動対応 

4.1.1 文書の入手 

担当するTC/SCに関係する審議文書はIEC中央事務局のサーバからダウンロード

する（参考２参照）。 

- IEC 中央事務局のサーバの ID 及びパスワードの付与については 4.4.1 を参照。 

- IEC 文書の著作権の扱いについては、附属書２を参照。 

 

4.1.2 文書への回答（投票及びコメント等） 

TC/SC の審議文書については、JISC を代表して利害関係者の意見を集約した上で

回答する。また、回答に当たっては、国際規格案（FDIS、CDV、CD）等への回答に関

する指針（参考 1）に従うこと。 

IEC 中央事務局のサーバで投票及びコメントする際に必要な権限（Voter）は、国

内審議団体からの申請を受け、IEC-APC 事務局がその設定を行う。各 TC/SC の審議

文書に対し、複数の Voter の設定は行わない。 

 

各文書の事務処理を以下に記す。 

 

4.1.2.1 委員会原案(CD)以前の文書への回答 

(1) IEC の TC/SC 国際幹事等が回答期限を示して照会した NP、WD、CD 等は、原則と

して国内審議団体において、国内審議委員会で審議の上（Pメンバーの場合）、回

答文書を作成し、適宜国際幹事の指定する方法（IEC 中央事務局のサーバ又はメ

ール）で電子投票する。 

(2) 重要な技術的コメントは、CDV への投票に持ち越さず、CD の段階ですべての意見

を提出するように最大の努力を行うこと。 

(3)  なお、TS,TR,PAS 等についても、(1)に従うこと。 

 

4.1.2.2 国際規格案（CDV）への回答 

(1) CDV 文書については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し、回答期

限までに IEC 中央事務局のサーバへ電子投票する。コメントは、必ず IEC 指定の

電子投票コメントテンプレートの最新版を使用して英文にて作成すること。 

(2) なお、国内審議団体は、IEC 中央事務局から届く投票確認メールにより、投票が

登録されたことを確認する。 

 

4.1.2.3 最終国際規格案（FDIS）への回答 

(1) FDIS については、国内審議団体において審議のうえ、回答を作成し、回答期限ま

でに IEC 中央事務局のサーバへ電子投票する。コメントは、必ず IEC 指定のコメ

ントテンプレートの最新版を使用して英文にて作成すること。（編集ミス等の技
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術的ではないものの明らかに修正が必要な点についてのコメントは、サーバへの

電子投票とは別に、担当の TC/SC 国際幹事に直接送付すること。） 

(2) なお、国内審議団体は、IEC 中央事務局から届く投票確認メールにより、投票が

登録されたことを確認する。 

 

4.1.2.4 国際幹事募集又は任命に関する AC 文書への回答 

国内審議団体は、TC 国際幹事の募集又は任命に関する AC 文書について、国際幹

事への立候補等コメントがある場合は、1.2.1 に従い手続きを行う。 

 

4.1.2.5 上記以外の回答が必要な文書への回答 

(1) 国内審議団体は、回答期限 IEC 中央事務局のサーバへ電子投票する。コメントは、

IEC 指定のコメントテンプレートの最新版を使用して英文にて作成する。必要に

応じて、別途メール等にて国際幹事へ回答を送付する。 

(2) なお、国内審議団体は、IEC 中央事務局から届く投票確認メールにより、投票が登

録されたことを確認する。 

 

4.1.3 日本からの提案 

4.1.3.1 日本からの新規業務項目（NP） 

国内審議団体が、新規業務項目（NP）提案書を国際幹事へ提出する際は、JISC 事

務局の新規提案受付メールアドレス（jisc-np@meti.go.jp）にも同報する。 

  なお、新市場創造型標準化制度・国際標準直接提案スキームによる提案を行う場

合は、ISO/IEC 新市場創造型標準化制度（国際標準直接提案スキーム）事務処理要領

に則り手順を踏むこと。 

また、新市場創造型標準化制度・JSA 標準化支援スキームによる提案を行う場合

は、ISO/IEC 新市場創造型標準化制度（JSA 標準化支援スキーム）事務処理要領に

則り手順を踏むこと。 

 

4.1.3.2 ファストトラック（迅速法）による提案 

国内審議団体が、既存の規格を迅速法によりIEC国際規格案として提出する際は、

JISC の代表メールアドレス（iecjisc@meti.go.jp）及び JISC 事務局の新規提案受

付メールアドレス（jisc-np@meti.go.jp）に同報する。なお、迅速法による手順に

ついては、ISO/IEC 専門業務用指針 第 1部 附属書 F を参照。 

JIS 原案委員会、工業会等で、IEC に対し、既存の規格をファストトラック（迅速

法）で提案しようとする者（グループを含む）（以下、申出者とする。）は、必ず JISC

事務局に申し出る（共通様式 13）。 

JISC 事務局は、提案文書のテーマに関わる適切な国内審議団体が存在する場合は

協議の上、迅速法による提案の妥当性を審査し、次のいずれかの決定をし、申出者

に審査結果を通知する。 

ｱ) 迅速法による提案の実行 

ｲ) 否決 
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ｳ) その他（NP 提案等） 

上記でｱ)と判断された場合は、JISC 事務局から IEC 中央事務局長宛に提案を行う。 

 

4.2 IEC 上層委員会対応 

IEC 上層委員会（総会（C）、評議会（CB）及び標準管理評議会（SMB）、適合性評

価評議会（CAB）、市場戦略評議会（MSB）等やそれらの下部組織を含む。）の検討課

題については、関係する各国内審議団体は、IEC-APC 事務局から（或いは、必要に

応じて担当課から）の意見照会または対処方針案の作成依頼に対応する。IEC-APC 事

務局は、提出された対処方針案（国内審議団体に対処方針案の作成を依頼していな

い場合は、意見照会等の結果を踏まえ対処方針案を作成）について、IEC 上層委員

会対応の関係国内委員会において承認を求める。国内審議団体は、IEC 上層委員会

対応の関係国内への出席・委員への説明を求められた場合それに応じる。 

 

4.2.1 IEC 上層委員会文書等の入手 

必要に応じて、JISC 事務局（担当課）又は IEC-APC 事務局ｌより上層委員会文書

が配布される。 

なお、IEC 文書の著作権の扱いについては、附属書 2 を参照。 

 

4.2.2 IEC 上層委員会文書等への回答 

4.2.2.1 会議用文書への回答 

国内審議団体は、IEC 上層委員会の審議文書について IEC-APC 事務局から対処方

針案の作成を依頼された場合は、国内審議団体内で審議後、IEC-APC 事務局へ対処

方針案を提出し、原則として IEC 上層委員会対応の関係国内委員会に出席し、説明

する。 

 

4.2.2.2 会議用以外の文書への回答（投票及びコメント等） 

国内審議団体は、IEC-APC 事務局から依頼された、国内審議団体として回答の必

要がある IEC 上層委員会の審議文書については、共通様式 14 の回答報告書を作成

し、指定日までに IEC-APC 事務局に提出する。 

 

4.3 国際幹事業務対応 

4.3.1 遅延プロジェクトに関する SMB 文書への回答 

SMB 文書にて担当 TC/SC の所管する遅延プロジェクトについて弁明を求められた

場合、TC/SC 国際幹事から中央事務局（指定の宛先）へ直接回答する。 

これに先立ち、国際幹事引受団体は関係国内委員会と連絡調整を行うとともに、

回答後は写しを JISC 事務局（担当課）へ送付する。 

 

4.4 その他 

4.4.1 IEC 日本代表委員及びエキスパート情報の登録等 

（1） 国内審議団体は、IEC 中央事務局のサーバを利用するため、日本代表委員(Delegate)

及びエキスパート(Expert)の新規登録(*)が必要な場合は、IEC 様式により IEC-APC 事務

局へ依頼する。  

注*：NP 投票時のエキスパート登録を除く。AC 文書でのエキスパート募集、及び既存の
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TC/SC/WG への追加登録をする場合。 

(2) 国内審議団体は、必要と判断した場合、日本代表委員及びエキスパートに対して、そ

の日本代表委員及びエキスパートが所属する TC/SC/WG 等に関する文書入手権限を与え

るよう、IEC 専用様式により IEC-APC 事務局へ依頼することができる。なお、日本代表

委員及びエキスパートが、所属する TC/SC/WG 等以外の文書入手権限を必要とした場合、

当該日本代表委員及びエキスパートを管理する国内審議団体は、日本代表委員及びエ

キスパートからの要請に基づきかかる要請を妥当と判断した場合につき、国内審議団

体が保有する団体 ID/PW（1.1.1(3)に基づき付与されたもの）を利用してダウンロード

した文書をエキスパート等へ配布することとする。 

(3) 国内審議団体は、日本代表委員の委員登録及び、エキスパートの登録とその文書入手

権限を日常的に管理し、登録の変更、取消しの必要が生じた場合には、遺漏なく IEC 様

式により IEC-APC 事務局へ依頼する。 

(4) 国内審議団体は、IEC-APC 事務局からの日本代表委員及びエキスパート情報に関する

定期的な確認に対して回答を行う。 

- IEC 文書の著作権の扱いについては、附属書２を参照。 
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附属書１ 

附属書１ 国内審議団体及び国際幹事引受団体の選定基準 

 

 

1. 国内審議団体の選定基準 

 ISO 及び IEC の TC/SC に関する（JTC1 を含む）国内審議団体引受けの選定基準は、

以下による。 

(1) 国内利害関係者の合意形成を図り、それを日本の意見として反映できる体制又

は組織をもっていること。Pメンバーの場合は、国内審議委員会を設置すること。 

(2) 国内審議に必要な事務処理が適切に行える体制又は組織をもっていること。 

備考 1  利害関係者とは、生産者、使用者、消費者及び中立的立場にある学識経験

者など、TC/SC のスコープに照らして広く影響を受ける者を指す。 

備考 2 TC/SC のスコープの一部を国内審議団体の事業活動範囲が必ずしもカバー

していなくてもよいが、適切な関係機関への照会等によって(1)の基準を適

切に満たせる体制であることが必要である。なお、国内審議委員会委員は、

原則として特定の組織、業界団体等の会員等に限定してはならない。 

備考 3  O メンバーの場合には、国内審議委員会の設置は必須ではない。 

備考 4 国内審議団体は、国内審議委員会の運営に必要な諸経費について、審議に

参加する者に対し、費用を徴収してもよい。費用徴収を行う場合は、国内

審議委員会の合意を得ることを必須とする。さらに、国内審議委員会運営

規程にその旨を規定し、透明性の確保と合理的な運用に務める。 

 

2. 国際幹事引受団体の選定基準 

 ISO 及び IEC に関する（JTC1 を含む）国際幹事引受団体の選定基準は、以下によ

る。 

(1) 適切な国際幹事の選任に責任をもつこと。 

(2) 国際幹事の下で幹事国としての責任を果たせるような機能をもつこと。 

備考 1 幹事国の備えるべき機能及び国際幹事の資格については、ISO/IEC 専門業務

用指針第 1部 1.9 項及び附属書 Dを参照のこと。 
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附属書２ 

 

附属書２ JISC から提供する ISO/IEC 出版物の著作権に関する取扱いについて 

 

 

 日本産業標準調査会（JISC）が国際標準化機構（ISO）及び国際電気標準会議（IEC）

の国際標準化業務を行う過程で入手した ISO 及び／又は IEC（以下、ISO/IEC という。）

の審議文書、国際規格、TS、TR 等出版物については、それぞれの機関に著作権がある。

JISC では、両機関が認める範囲で、これらの出版物の案から完成版までを国際標準化

業務のために国内審議団体に提供し、また、要請に応じて JIS 原案作成団体に JIS 化の

際に利用するために完成版等を提供している。 

近年、ISO、IEC とも、これらの出版物が電子情報として提供されるようになり、利便

性が高まった反面、意図せず著作権を侵害してしまう可能性も高まったことから、

ISO/IEC との取決めに基づいて、それらの要求事項を一般化し、これら出版物について

の著作権の取扱いに関する遵守事項をとりまとめた。 

この遵守事項への同意を得て、JISC 事務局から上記の情報提供を行うこととする。 

 

なお、JISC 事務局から提供するものだけでなく各機関・個人が別途入手した ISO/IEC

出版物（紙・電子等媒体を問わない）についても著作権は保護されており、ISO/IEC が

定めた利用上の制限(*)があることに留意すること。 

 

注*： ISO/IEC の著作権に関する取決めは、それぞれ下記に公表されている。 

https://www.iso.org/privacy-and-copyright.html 

http://www.iec.ch/ourwork/copyrt-e.htm 

 

 

（遵守事項） 

 

1. 適切な管理 

 ISO/IEC 出版物（審議文書、国際規格、TS、TR 等。紙・電子等媒体を問わない。）（以

下、「国際規格等」という。）の著作権は、両機関のいずれか又は両方に帰属する。JISC

事務局から国内審議団体、JIS 原案作成団体等（以下、「貴会」という。）に提供する国

際規格等は、JISC と ISO/IEC との間の合意に則って両機関から JISC に配布されたもの

であり、JISC と両機関との合意により、JISC は、その利用に当たって適切な管理を行

う義務を負っている。以下の事項は当該義務の履行を確保するためのものであり、貴会

はこれら事項を遵守する義務を負う。 
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2. 一般事項 

(1) 国際規格等の配布を、国際標準化あるいは JIS 化を目的とした貴会及び／又は

その委員会に所属する委員の内部使用に限定する。 

(2) 国際規格等の配布先のリストを規格ごとに保存し、配布先に変更が生じた場合

には、速やかに、リストを更新するものとする。JISC 事務局の求めに応じて、報

告を行うこと。 

(3) 国際規格等の著作権の遵守を、貴会内部及び委員会に所属する委員に対して周

知徹底する。 

 

3. 電子的利用 

(1) ネットワーク利用（ウェブサイト掲載）について、特別に ISO/IEC が認めたも

のを除き、以下のとおり取り扱う。 

・審議のための国際規格等については、アクセスを審議メンバーに限定する

等、利用目的制限への適切な配慮ができていること。 

(2) 国際規格等を無断で変更しないこと。 

 

4. 国際規格等提供停止、取止め 

(1) 貴会がこれら条件に違反した場合(**)は、JISC 事務局は国際規格等の提供を直

ちに停止することができる。 

(2) 貴会が国際標準化業務を中止する場合は、JISC 事務局は国際規格等の提供を停

止する。 

 

注**： 貴会が、国際規格等の著作権を侵害した場合には、ISO/IEC 及び／又は JISC

事務局により、貴会に対する法的措置が取られる可能性がある。 

 

5. 国際規格等提供の有効期間 

(1) 国内審議団体に対する国際標準化業務のための関係国際規格等提供は、同団体

から当遵守事項への同意書の提出があった後、有効期間の終了まで行われる。 

有効期間は平成 15 年 4 月 1 日から始まる 2 年ごとの期間とする。ただし、期間

満了の１か月前までに、JISC 事務局及び貴会いずれからも文書をもって本配布

の中止の申入れがないときは、同一の条件で自動的に更新して次期の 2年間も有

効とし、以降も同様とする。 

(2) 国際幹事引受団体に対する有効期間は、国内審議団体と同様とする。 

(3) 上記以外の組織(***)からの JIS 原案作成のための国際規格等提供依頼につい

ては、一回ごとに同意書の提出が必要である。 

 

注***： 国内審議団体が JIS 原案作成も行っている場合には、国際標準化業務のた

めに提供した国際規格等を利用してもよいので、JIS 原案作成のために別途
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の依頼は不要である。 

 

6. 附則 

「内部閲覧用の書き換えできない透かし入り IEC 電子規格」に関する取り決めについ

ては、この遵守事項及びその同意書で置き換えるものとする。 
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共通様式 1a（国内審議団体引受け申請） 

 

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国内審議団体引受けについて（申請） 

 

 

 

 

 上記の件について、当○○が P/O メンバーとして引き受けたいので、申請いたします。 

 引受けが承認された場合は、ISO/IEC の諸規則及び ISO/IEC 事務処理要領（国内審議団体

等の手続き編）を遵守して業務を実施いたします。 

 

 

 

 

添付資料： 国内審議委員会運営規約（案）（Oメンバーの場合は任意） 

 委員会構成員名簿案（案）（Oメンバーの場合は任意） 

 団体等の寄付行為又は定款 

 著作権に係る取扱い同意書（既に国内審議団体として提出している場合

は不要） 

 

注意： 他団体等からの移管が伴う場合には、上記説明にその旨も明記のこと。 

国内審議団体として承認された場合は、ISO/IEC 規格策定業務支援システム

（JISC ライブラリーサーバ）の ID 管理者を指名し、一般財団法人日本規格

協会 国際標準化戦略ユニットへ連絡先（氏名・電話・メールアドレス）を

連絡すること。 
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共通様式 1b（国内審議団体一部引受け申請（JSA 用）） 

 

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国内審議団体一部引受けについて（申

請） 

 

 

 

 

 上記の件について、JSA 標準化支援スキームの活用（○○提案について）に係り、当協会

が P/O メンバーとして引き受けたいので、申請いたします。 

 一部引受けが承認された場合は、ISO/IEC の諸規則及び ISO/IEC 事務処理要領（国内審議

団体等の手続き編）を遵守して業務を実施いたします。 

 

 

 

 

添付資料： 国内審議委員会運営規約（案） 

 委員会構成員名簿案（案） 

 団体等の寄付行為又は定款 

 著作権に係る取扱い同意書（既に国内審議団体として提出している場合

は不要） 

 

  注意： 国内審議団体として承認された場合は、ISO/IEC 規格策定業務支援システム 

（JISC ライブラリーサーバ）の ID 管理者を指名し、一般財団法人日本規格

協会 国際標準化戦略ユニットへ連絡先（氏名・電話・メールアドレス）を

連絡すること。 
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共通様式 1 参考資料 

ISO（又は IEC）／TC○○○国内審議委員会運営規約（案） 

 

文書番号 

制定日付 

 

（趣旨） 

第１条 この運営規約は、○○法人▲▲（以下「▲▲」という。）が、国際標準化機構（／国

際電気標準会議）の×××専門委員会（TC○○○）に対応するための国内審議団体

に設置する ISO（/IEC）/TC○○○国内審議委員会（以下「委員会」という。）の組織、

運営等について、必要な事項を定める。 

 

（設置） 

第２条 ▲▲に、委員会を置く。 

 

（任務） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項を行う。 

一 ×××専門委員会（TC○○○）の国際標準化活動に対する国内の対処方針案（原案作

成を含む）の検討・作成及び調査会への提出等 

二 ×××専門委員会（TC○○○）の国際標準化活動に関与する日本代表委員の決定 

三 ×××の国際標準化に必要な調査、検討、調整等 

 

（組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる×××の標準化に関係する者及び機関の代表をもって組織す

る。 

一 関係省庁 

二 国内標準化団体 

三 学識経験者 

四 産業界（製造業者、使用者、流通業者、分析業者等） 

五 その他利害関係者（消費者他） 

２ 委員会に委員長を置き、委員の互選により選任する。 

３ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

４ 委員会は、必要に応じて副委員長をおくことができる。 

５ 副委員長は、委員長が指名する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代理する。 

７ 委員は、やむを得ない場合は、当該委員が適当と認める者に代理させることができる。

この場合において、当該委員は、委任状を委員長に提出しなければならない。 
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（委員の任期等） 

第５条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残

任期間とする。 

（開催） 

第６条 委員会は、委員の過半数の請求があったとき、その他委員長が必要と認める場合に

招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開き、議決をすることができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員会に、×××について知識を有する者の出

席を求め、その説明又は意見を聞くことが出来る。 

（議決） 

第７条 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の時は、委員長の決する

ところによる。 

（分科会及びワーキンググループの設置） 

第８条 委員会は、分科会又はワーキンググループをおくことが出来る。 

２ 分科会の委員又はワーキンググループの委員は、委員長の指名した者とする。 

 

（事務局） 

第９条 委員会、分科会及びワーキンググループの事務は、▲▲○□×室が行う。 

 

附則 

この規約は、  年  月  日から適用する。 
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共通様式 2（著作権に係る取扱い同意書） 

 

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会事務局長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

JISC から提供される ISO/IEC 出版物の著作権に関する取扱いについて（同意書） 

 

 

 当○○は、当○○が今後取り扱う ISO/IEC 国際標準化業務全体並びに JIS 原案作成にお

いて、ISO/IEC 事務処理要領（国内審議団体等の手続き編）附属書 2「JISC から提供する

ISO/IEC 出版物の著作権に関する取扱いについて」の遵守事項について同意し、ISO/IEC の

出版物の提供を受けたいので、よろしくお取りはからいくださるようお願い申し上げます。 
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共通様式 3（国内審議団体移管申請） 

  

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国内審議団体業務移管について（申請） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国内審議団体業務

は、・・・の理由により今後の業務遂行が困難となり、当業務を引き継ぐことを内諾してい

る○○団体に移管したいので、その旨申請いたします。 
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共通様式 4（参加地位変更申請） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の参加地位の変更について（申請） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国内審議団体業務につ

いては、P/O メンバーとしての参加地位を・・・の理由により P/O に変更したいので申請い

たします。 



 29

共通様式 5（国内審議団体辞退申請） 

  

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国内審議団体辞退について（申請） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国内審議団体業務

は、・・・の理由により今後の業務遂行が困難となり、国内審議団体業務を辞退したいので、

その旨申請いたします。 
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共通様式 6（国際幹事引受け申請） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事引受け（申請） 

 

 ISO（又は IEC） /TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事引受けの件については、（当

該 TC/SC 国内審議団体である）当○○が国際幹事及びその業務を引き受けたいので、申請い

たします。 

 引受けが承認された場合は、ISO/IEC の諸規則及び ISO/IEC 事務処理要領（国内審議団体

等の手続き編）を遵守して業務を実施いたします。 

 

添付資料： 

・ 国際幹事候補者名及び連絡先（和文及び英文） 

・ 国内審議団体とは異なる場合には、国内審議団体が合意していることを示す証拠 

・ 他国の代表団体からの申し出の状況（他の候補者、分かれば） 

・ 著作権に係る取扱い同意書（既に国内審議団体として提出している場合は不要） 

 

作成注意：(1) 国内審議団体とは異なる団体等の場合には、妥当性は、国際幹事を国内

審議団体でなくその団体等が引き受ける妥当性（あるいは、その体制で

業務運営上問題がないことを示す説明）も記載する。 

(2) 他機関の国際幹事業務支援制度を活用して実施するものは、支援制度

運営機関でなく、該当分野の国内審議団体等国際幹事の業務に責任を

もつ機関から申請文書を提出する。 
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共通様式 6参考資料（事務局共通様式 12） 

 

 

                                                          年  月  日 

 組織名（会社名、団体名等） 

  代表者 殿 

 

日本産業標準調査会 事務局長  

経済産業省大臣官房審議官（産業技術環境局担当） 

                                               

貴社 ○○ ○○氏の ISO（又は IEC） 専門委員会 TC xx(名称)（/SC xx(名

称)）国際幹事就任について 

 

 拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 当調査会は、産業標準化法に基づき経済産業省に設置された組織で、ISO（国際標準化機

構）及び IEC（国際電気標準会議）に対する我が国の代表機関を務めています。 

 この度、 年 月 日付けで、貴社（組織によって適宜変更、以下同じ）の○○（適宜肩

書きを記入） ○○ ○○氏は、当調査会が幹事国を務めている ISO（又は IEC）の専門委

員会 TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事に、当該専門委員会の国内審議団体である○

○○（団体名を記入）の推薦により就任することになりました。 

この専門委員会では、○○○（TC/SC 名称。ただし、適宜簡略化してもよい。）の分野にお

ける（公共財的なものから企業の事業活動に密接に関連するものについて広範に）国際標準

化活動を行っております。その中で国際幹事は、当該専門委員会全体の運営等に責任を負う

重要な役割を担っております。 

したがって、同氏が国際幹事としての役割を着実に果たすことは、我が国の国際標準化活

動への貢献を通じ、我が国経済・社会、さらに貴社の事業の発展に資するものであります。 

 貴社におかれては、同氏が ISO（又は IEC）の専門委員会 TC xx（/SC xx）の国際幹事業

務を担う意義をご理解のうえ、業務の円滑な遂行にご配慮いただきますようお願い申し上

げます。 

 

                                  敬 具 

 

 

 

様式中の「貴社」を「貴団体」及び「貴大学」等への変更や、委員会名、氏名の入力につい

ては、国際幹事の所属等により変更可能。また、国際幹事だけでなく、議長、コンビーナ、

プロジェクトリーダーの就任についても使用可能。ただし、日本産業標準調査会事務局長、

大臣官房審議官（産業技術環境局担当）を差し出し人として、この様式以外の文面で文書

を発出する場合は、個別に大臣官房審議官（産業技術環境局担当）の了解を得ること。 
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共通様式 7（国際幹事移管申請） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事業務の移管について（申請） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国際幹事及びその業務

は、当○○が・・・の理由により今後の業務遂行が困難となり、当国際幹事及びその業務を

引き継ぐことを内諾している○○団体に移管したいので、その旨申請いたします。 
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共通様式 8（国際幹事の交代） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事の交代について（依頼） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国際幹事については、

国際幹事を下記の通り変更したいので、ISO/IEC に連絡いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

旧： 

新： 

（氏名/役職/所属/所属先住所/Tel/Fax/E-mail） 

 

（作成注意： 変更する情報について、和文及び英文を表記のこと） 
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共通様式 9（国際幹事辞退申請） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

 

ISO（又は IEC）/TC xx(名称)（/SC xx(名称)）の国際幹事辞退について（申請） 

 

 

 

 

 当○○が xx 年 xx 月から引き受けております ISO/IEC TC/SC xx の国際幹事及びその業務

は、当○○が・・・の理由により今後の業務遂行が困難となり、当国際幹事及びその業務を

辞退したいので、その旨申請いたします。 
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共通様式 10（メンテナンス機関の事務局幹事国の引受け申請） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会会長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

ISO（又は IEC）（規格番号・規格名称）（ISO（又は IEC）/TCxx(名称)（/SCxx(名称)）の 

メンテナンス機関の事務局引受け（申請） 

 

 ISO（又は IEC）（規格番号・規格名称）（ISO（又は IEC）/TCxx(名称)（/SCxx(名称)）

のメンテナンス機関の事務局引受けの件については、（当該 TC/SC 国内審議団体である）

当○○がその業務を引き受けたいので、申請いたします。 

 引受けが承認された場合は、ISO/IEC の諸規則及び ISO/IEC 事務処理要領（国内審議団体

等の手続き編）を遵守して業務を実施いたします。 

 

添付資料： 

・ メンテナンス機関の業務運営体制（候補メンテナンス機関名・代表者名、施行規則（メ

ンテナンス機関業務手順、メンテナンス機関メンバー（国名、組織名（可能であれば

エキスパート名）））を示す書類 

・ 担当 TC/SC/WG において、上記業務運勢体制が承認されたことを確認できる書類（決

議、議事録等） 

・ 国内審議団体とは異なる場合には、国内審議団体が合意していることを示す証拠 

・ 他国の代表団体からの申し出の状況を説明する資料（該当がある場合のみ） 

・ 当該メンテナンス機関業務と関係ある外部機関、他 TC/SC との調整状況を説明する資

料 

・ 著作権に係る取扱い同意書（既に国内審議団体として提出している場合は不要） 

 

作成注意：国内審議団体とは異なる団体等の場合には、妥当性は、国内審議団体でなくその   

団体等が引き受ける妥当性（あるいは、その体制で業務運営上問題がないことを

示す説明）も記載する。 
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共通様式 11（ISO/IEC 電子ファイルの提供申請） 

  年  月  日 

日本産業標準調査会事務局長 宛て 

団 体 名：             

代表者名：           

                        住 所： 

 

ISO/IEC 規格等出版物の電子ファイルの提供について（依頼） 

 

 当団体では、今般、下記１．の ISO/IEC 規格の原案作成〔JIS の原案作成を含む〕を行うこと

としています。つきましては、ISO/IEC 規格等出版物の電子ファイルを活用して効率的に作業を

進めるため、下記１．の電子ファイルを提供していただきたくお願いいたします。 

 なお、この電子ファイルの利用は今回の依頼目的に限定し、この目的以外で外部に通信、配布

すること又は雑誌・書籍等に転載することは致しません。また、委員会委員等の関係者に対して

も以上の点を周知徹底いたします。 

                  記 

１．提供を希望する ISO/IEC 規格等出版物の電子ファイル 

（１） ISO/IEC 規格等出版物の番号及び名称（英語・仏語の区分） 

 

（２） ISO/IEC 規格の改正作業中の場合は、規格番号及び名称 

 

 

２．入手希望日： 

     年  月  日 

 

３．JIS 原案作成の概要（JIS の原案作成を行う場合） 

（１）原案を作成予定の JIS 番号（改正の場合）及び名称： 

 

（２）ISO/IEC 規格との整合性：   IDT ・ MOD  （いずれかを選択） 

（３）産業標準化法 12 条に基づく JIS 原案申出の事前調査表の提出日（又は予定日）： 

     年  月  日（  年  月  日提出予定） 

 ∴上記、事前調査制度については、http://www.jisc.go.jp/jis-act/proposal.html （産

業標準原案(JIS 原案)の申出について）参照 

（４）JIS 原案作成（予定）期間： 

    年  月～  年  月 

（５）原案作成委員会名簿（添付のこと） 
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委員会構成委員名簿（案） 

区 分 名  前 所    属 備考 

1 委員長   中立者 

2 委員    

3 〃    

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     

11     

12     

13     

14 事務局    

15     

 

４．電子ファイル（媒体）管理責任者： 

   所 属： 

   氏 名：   

   e-mail： 

   電 話： 

   ＦＡＸ： 

 

 

【提供代行受け付け窓口】 

 一般財団法人日本規格協会 標準化総括・支援ユニット 標準化業務管理チーム 

   108-0073 東京都港区三田３－１３－１２三田ＭＴビル 

   e-mail：sd@jsa.or.jp 

電 話：03-4231-8530 

   ＦＡＸ：03-4231-8660 
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共通様式 12-1（JISC 名での通知文書の例: 国際会議への出席） 

         

                                                            

Japanese Industrial Standards Committee (JISC) 

 

 

Date: yyyy-mm-dd 

To: Secretariat of ISO/IEC TCxx 

   ISO Central Secretariat/IEC Central Office 

Subject: Participation in ISO/IEC TCxx (場所) Meeting from Japan  

 

 

Dear Mr./Ms. x. XXX( and Mr./Ms./Dr./Prof. x. XxxxX), 

 

I would like to inform you that the following delegates will be attending to 

ISO/IEC TC xx (場所) Meeting from Japan: 

 (Head) Mr./Ms./Dr./Prof. xxxx XXXX, (役職), (所属)  

     Mr./Ms./Dr./Prof. xxx XXXX, (役職), (所属)  

     Mr./Ms./Dr./Prof. xxxxx XXX, (役職), (所属) 

 

Thank you for your kind attention to this matter. 

 

Yours sincerely, 

 

Xxxxxx XXXXX 

Chairperson/Secretary of the Japanese National Committee for ISO/IEC TC xx 
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共通様式 12-2（JISC 名での通知文書の例: 日本開催の会議への招待状（ビザ申請用）） 

         

                                                            

Japanese Industrial Standards Committee (JISC) 

 

 

Date: yyyy-mm-dd 

To: XXXX (送り先) 

Subject: Invitation for ISO/IEC TC xx/SC xx Meeting 

 

 

Dear Mr./Ms. x. XXX( and Mr./Ms./Dr./Prof. x. XxxxX), 

 

We hereby confirm that we invite you as a representative of（宛名の所属する ISO/IEC

会員団体名称を記載), the ISO/IEC member for（国名を記載）to attend the meeting of 

ISO/IEC TC xx/SC xx will take place in（都市名）, Japan from xxth XXXX to xxth 

XXXX, 2013. 

 

For visa purposes, we note the following information for the Embassy of Japan in 

XXX: 

 

Ms Xxxx XXXXX: 

- Date of Birth (year/month/day): yyyy/mm/dd  

- Passport Number: xxxxxxxx 

- Passport expiry date: yyyy/mm/dd 

 

We are looking forward to meeting you soon. 

 

Yours sincerely, 

 

Xxxxxx XXXXX 

Chairperson/Secretary of the Japanese National Committee for ISO/IEC TC xx/SC xx 

作成上の注意： 

各審議団体においては外務省の海外渡航・滞在に基づいて適切に対処すること。 

 （参考）外務省 URL: https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/index.html  
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共通様式 13（ファストトラック提案依頼） 

         

                                                           番       号 

                                                          年  月  日 

 日本産業標準調査会事務局長 宛て 

 

 

                                                         団  体  名 

                                                           代 表 者 名 

 

 

ISO（又は IEC）へのファストトラックによる国際規格案の提案について（依頼） 

 

 

 下記の規格をファトトラックにより国際規格案として提案したいので、ISO（又は IEC）

中央事務局長宛てに提案いただきますようお願いします。 

 

記 

 

（例）JIS x-xxxx-x （名称） 

 

 

添付資料： 英文の規格（電子版） 
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共通様式 14（ISO/IEC 上層委員会等への回答） 

回答報告書 

文書番号  ISO/IEC 中央事務局への回答期限 

①    年  月  日    ②    年  月  日 

投票案件  

投票案件の 

具体的内容 

（ポイント） 

 

国内関係者意見  

回答案 

 

□  賛成（コメントなし） 

□  賛成（コメント付き） 

□  反対（コメント付き） 

□  棄権 

※ISO/TMB 投票の場合は「棄権」はなし、次回会合へ決議の「延期」ができる。 

回答案の理由 

 

 

 

コメン

ト 

英文コメントの

概要 

 

 

英文コメント案 

（変更点及びそ

の理由等） 

 

 

 

回答案作成責任者  

 

備考：質問の数に応じて、回答案欄を追加してご回答願います。 
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ISO 専用様式 

新規ＴＣ／ＰＣ設置提案に対する意見募集 

 

連絡先（*必須） 

氏名：      

所属：      

連絡先 email：      

提案名（*必須）： 

      

 

提出日（*必須）： 

      

 

１．提案に対する賛否（*必須） 

 

 approve（賛成）   disapprove（反対）  abstain（棄

権） 

 

２．賛否の理由（*必須） 

（当該国際規格を開発する価値がある／価値がないか。市場にとって必要／

不要か等） 

      

 

 

 

３．希望する日本の参加レベル  

 

 Ｐメンバー      Ｏメンバー      Ｎメンバー 

 

Ｐメンバー・Ｏメンバーとして登録する場合 

 国内審議団体を引き受ける、又は、引き受けを検討する意志がある 

 専門家（expert）を参加させる希望がある（Ｐメンバーの場合） 

  登録希望者氏名：                          

 

※PC 設置の場合は、エキスパートを登録しなければ、設立に必要なＰメンバー数にカウン

トされません。 
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国内審議団体引受けを検討する上で障害となっていることがあれば、ご記載

いただければ幸いです。（例）組織構造上の問題、人材不足、予算不足、担

当者への研修が必要等 

      

 

 

４. 関連があると思われる分野・業界、既存のＴＣ／ＳＣ等 

      

 

 

５．提案に関係すると思われる日本の規格、法令 

      

 

 

６．その他コメント 

      

 

 

ご協力ありがとうございました。 

備考： 回答にご協力いただける場合は、必須の部分だけは最低限埋めていただき、あとの項目

は可能な範囲でお答えいたければ幸いです。 
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IEC 専用様式 

 

 

  

申請方法：

1. 次のシートの記入例を参考に下欄への記入をお願いいたします。 注）内容、Function、Title_01、Pemissionsはプルダウンメニューから選択してください。

2. 所属TCに関する文書アクセス権限は初期値では付与されておりません。権限付与が必要な場合は、Q列(Permissions)で「希望する」を選択してください。

3. IEC-APC事務局（mail2 iecapc@jsa.or.jp）へご提出下さい。

内容 ＴＣ/SC WG/PT/MT等 Function Title_01 Title_02 Last name First name E-mail organization Address Post Code Town Tel Mobile Fax Permissions

エキスパート登録・取消し・変更申込書
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IEC 専用様式 参考資料 

 

 

 

 

記入例１：新規で登録する場合

内容 ＴＣ/SWG/PT/MT等 Function Title_01 Title_02 Last nameFirst nameE-mail organization Address Post Code Town Tel Mobile Fax Permissions

新規 TC1 ＷＧ1 Member (Expe Mr Dr. MITA Ichiro mail2iecapc@jsa.or.jp Kikaku Corporation 3-13-12,Mita, Minato-ku 108-0073 Tokyo +81 3 4231 8525 +81 90 **** **** +81 3 3583 8576 希望する

新規 TC1 ＷＧ2 同上 希望する

記入例２：既存のエキスパートに新たにＷＧを追加する場合

内容 ＴＣ/SWG/PT/MT等 Function Title_01 Title_02 Last nameFirst nameE-mail organization Address Post Code Town Tel Mobile Fax Permissions

追加 TC2 WG26 Member (Expe Mr Prof. MITA Ichiro mail2iecapc@jsa.or.jp Kikaku Corporation 3-13-12,Mita, Minato-ku 108-0073 Tokyo +81 3 4231 8525 +81 90 **** **** +81 3 3583 8576 希望する

記入例３：交代等でメンバーを変更する場合

内容 ＴＣ/SWG/PT/MT等 Function Title_01 Title_02 Last nameFirst nameE-mail organization Address Post Code Town Tel Mobile Fax Permissions

取消し SC3CＰＴ33 HC organizer Mr MITA Ichiro mail2iecapc@jsa.or.jp Kikaku Corporation 3-13-12,Mita, Minato-ku 108-0073 Tokyo +81 3 4231 8525 +81 90 **** **** +81 3 3583 8576

新規 SC3CＰＴ33 Ms NAGATA Junko jnagata@jsa.or.jp Kikaku Corporation 3-13-12,Mita, Minato-ku 108-0073 Tokyo +81 3 4231 8525 +81 91 **** **** +81 3 3583 8577 希望しない

記入例４：登録内容の変更をする場合

内容 ＴＣ/SWG/PT/MT等 Function Title_01 Title_02 Last name First name E-mail organization Address Post Code Town Tel Mobile Fax Permissions

変更前 TC4 WG1 Delegate Ms NAGATA Junko jnagata@jsa.or.jp Kikaku Corporation 3-13-12,Mita, Minato-ku 108-0073 Tokyo +81 3 4231 8525 +81 3 3583 8577 希望する

変更後 Ms Dr ataganj@jsa.or.jp 希望する

エキスパート登録・取消し・変更申込書　記入例

例：Dr.Prof.など
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TC/SC/WG 

幹事国 

TC/SC 

幹事国 

 

ISO 関連事務処理フローチャート 

ISO（JTC１を含む）関連事務処理フローチャート 

 

 

 

【文書閲覧・入手】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【電子投票】 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

【JISC ライブラリーサーバから入手できる情報】 

 

 

 

 

 

 

DIS/FDIS/SR 投票 

DIS (国際規格案) 

FDIS (国際規格最終案) 

SR (定期見直し案件) 

JISC 事務局 

アップロード 
ISO 

中央事務局 

Balloting Portal 

(DIS/FDIS/SR) 

 

モニター 

ISO 文書ライブラリ 

国際規格類（IS/PAS/TS/TR

等） 

 

 

ISO 

中央事務局 

 

審議団体 

JISC ライブ

ラリーサー

バ 

登録者 

（一財）日本規格

協会国際標準化戦

略ユニット 

JISC ライブラリー

サーバ 

ISO/TC サーバ 

(eCommittees) 

アップロード TC/SC/WG N 文書 

国際会議決議 (Resolution) 

国際会議議事録 (Minutes) 

報告書(Report) 

連絡文書 

 

 

電子投票 

 

 

審議団体 

GD 登録投票者 

 

Balloting Portal 

(CIB) 

電子投票 

CIB 投票 

NP (新規提案) 

CD (委員会原案) 

その他 

ISO/NMC サーバ 

コピー 

アップロード 

ダウンロード 

アップロード 

ダウンロード 

e-mail による 

自動通知 

ダウンロード 

e-mail による 

自動通知 

ダウンロード 

審議団体 

GD 登録メンバー 

審議団体 

GD 登録 NMC メンバー 

ISO STD サーバ 

（一部） 

 
ダウンロード 

※委員会内投票については、メンバーの事情等により Balloting 

Portal(CIB)を利用せず E メールでのやりとりを行っている TC,SC も存在。 
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 IEC 関連事務処理フローチャート 

審議文書 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

JISC ライブラ

リーサーバ 

IS (国際規格) 

TS (技術仕様書) 

TR (技術報告書) 

PAS (公開仕様書) 

国際規格等出版物 

等 

ダウンロード ダウンロード 

審議団体 

TC/SC 文書 

【4.1.2.1, 4.1.2.5】 

NP (新作業項目提案) 

ISH,AC,CD,DC,Q, 

INF,DTR,DTS,DPAS 

各パスワードでアクセス 

国際幹事 
必要に応じて回答 

 

IEC 

中 

央 

事 

務 

局 

審議文書ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

電子投票 

審議文書 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 
JISC ライブラ

リーサーバ 

 

審 

 

議 

 

団 

 

体 

 

FTP 

サ 

ｌ 

バ 

JISC ライブ

ラリサーバ 

TC/SC 文書 

【4.1.2.2, 4.1.2.3】 

CDV (投票用委員会原案)  

FDIS（最終国際規格原案） 

 

IEC 

中 

央 

事 

務 

局 

電子投票 

 

審 

 

議 

 

団 

 

体 

審議文書ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

各パスワードでアクセス 

ＪＩＳＣ事務局 

モニター 
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上層委員会文書等 

【4.2.1】,【4.2.2】 

AC （事務連絡文書）等 

各パスワードでアクセス 

 

IEC 

中 

央 

事 

務 

局 

審議文書ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

E-mail で発行通知 

通常の NP 提案 

ﾌｧｽﾄﾄﾗｯｸ提案 

ファストトラック提案 
 

 

ＪＩＳＣ 

事務局 

 

 

IEC 

中 

央 

事 

務 

局 

新規提案【4.1.3.1】 

写しの送付 

 

審 

 

議 

 

団 

 

体 

ﾌｧｽﾄﾄﾗｯｸ 

JISC ライブラ

リーサーバ 

 

IEC-APC 事務局 

C (総会文書) 

SMB (標準管理評議会文書) 

IEC 

中 

央 

事 

務 

局 

 

 
IEC 

テ 

ク 

ニ 

カ 

ル 

サ 

l 

バ 

審議文書ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

E-mail で発行通知 

依頼(回答の必要なもの) 

各パスワードでアクセス 

委員 

上層委員会文書等 

【4.2.1】,【4.2.2】 

 

審 

 

議 

 

団 

 

体 

回答案 

審議文書 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

 

 JISC ライブ

ラリーサーバ 

 

 

審 

 

議 

 

団 

 

体 
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参考 1 国際規格案（FDIS、DIS、CDV、CD）等への回答に関する指針 

 

 

(1) 賛成投票 

 賛成の投票は、国際規格案と当該規格案に対応する JIS 等の規定内容が等しい、若

しくは、整合が取れているとき、国際規格案の内容が適当で整合を目的に JIS を改正

する見通しがあるとき、又は、将来、国際規格案と整合性の取れた JIS を制定するこ

とが予定されるときなど、国際規格案の内容が技術的・経済的に合理的であり、かつ

日本の市場に受け入れられる又はその見込みがある場合に行う。 

修正を条件に賛成する場合には、コメント付き反対として投票する。 

 

(2) 反対投票 

  反対の投票は、JIS の内容の方が技術的・経済的にみて適当なとき、慣習の相違な

どにより、JIS を国際規格案に整合させることに大きな困難があるとき、又は、将来

とも JIS を制定しないが、国際規格案と規定内容の異なる団体規格等が存在しこれを

支持するときなど、国際規格案の内容が技術的・経済的にみて適当でない場合に行う。 

 なお、反対の場合にはその理由を明確に記載し、必要に応じて実績又は研究データ

を添付し、論理的かつ説得力のあるコメントを添付する。 

 

(3) 棄権投票 

  棄権の投票は、現在又は将来我が国において、生産・使用がないなど当該案件と

利害関係を有しないとき、又は、利害関係を有するが投票時に明確に賛成又は反対の

決定を下しがたいときなど、国際規格案の内容が技術的・経済的に合理的であるが、

日本の市場に受け入れられない又は受け入れられない見込みがある場合に行う。 
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参考 2 ISO/IEC の審議文書等のダウンロードについて 

 

ISO/IEC の審議文書等は、ISO TC サーバ、IEC サーバ、JISC ライブラリーサーバからダウン

ロードができます。各概要については、以下に記載。 

 

1. ISO TC サーバ 

ISO TC サーバから ISO の各委員会の審議文書を入手できます。一般財団法人 日本規格

協会ホームページから TC サーバの利用方法をご確認いただけます。 

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/std_shiryo1/ 

⇒【３】 ISO 電子ツールのユーザガイド 

【3-3】 ISO 委員会メンバー（TC/SC/WG） 

 なお、DIN, AFNOR が幹事国を務める委員会等については、TC サーバではなく、DIN、 AFNOR

のサーバ等、外部のサーバを使用する場合がございます。 

 

2. IEC サーバ 

IEC サーバから IEC の各委員会の審議文書を入手できます。 

 

＜審議文書更新情報（NewDocs）からのダウンロード＞ 

① IEC ホームページにアクセスする 

http://www.iec.ch/new/ 

② ”Members & experts” をクリックする。 
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③ ”Tools & applications” をクリックする。 

 

 

④ ”New Docs” をクリックする。 
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⑤ Login のアイコンをクリック、以下のポップアップで ID と PW を入力しログインする。 

 

⑥ “Download”をクリックし、PDF ファイルをダウンロードする。 
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＜検索画面（Advanced search）からのダウンロード＞ 

① IEC ホ ー ム ペ ー ジ ト ッ プ 画 面 の ”Advanced search” を ク リ ッ ク す る 。

 

② ”Working Documents, Project Files and Work Programme”タブを選択し、検索画面が

表示されたら、“committee”欄に探したい TC 番号等を入力して”Search”をクリック 

※ここでは、例として TC 3 の SC C、直近１週間以内の審議文書を検索。 

③ “Download”をクリックし、PDF ファイルをダウンロードする。 
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文書区分を示す略称のリスト 

 

AC 事務連絡文書 NCC 国内委員会コメント(C/SMB のみ) 

CC CD に対するコメント集 NCP 国内委員会提案 

CD コメント用委員会原案 NP 新業務項目提案 

CDV 投票用委員会原案 PAS 公開仕様書 

DA 議題案 PW 作業計画 

DC コメント用審議文書 Q 質問票 

DIS 国際規格案 QP 原則的質問(SMB のみ) 

DL 決議リスト R 報告 

DTS 技術仕様書原案 RSMB SMB への報告書 

DTR 技術報告書原案 RM 会議報告書 

DV 投票用原案（C/SMB のみ） RQ 質問票回答結果 

FDIS 最終国際規格案 RV 投票結果(C/SMB のみ) 

FMV 4 か月投票(IECQ CMC のみ) RVC CDV,DTS 又は DTR 投票結果 

INF 参考文書 RVD FDIS 又は PAS 投票結果 

ISH 解釈票 RVN NP 投票結果 

RR レビューレポート SBP 戦略ビジネスプラン 

MT メインテナンスチームリスト WD 業務文書（SB のみ） 

MTG 会議文書   

(ISO/IEC ディレクティブズ 補足指針 IEC 専用手順 第 13 版による。) 

 

 

3. JISC ライブラリーサーバ 

JISC ライブラリーサーバから担当される委員会の国際規格類（IS/PAS/TS/TR 等）を入

手できます。 

 

1. JISC ライブラリーサーバの ID について 

国内審議団体をお引き受けいただくと、各国内審議団体の JISC ライブラリーサーバ

の ID 管理者に対し、ID とパスワードを一般財団法人 日本規格協会 国際標準化戦略

ユニットからご連絡いたします。 

 

2. ISO/IEC 文書のダウンロードについて 

ISO/IEC 規格策定業務支援システム（JISC ライブラリーサーバ）の ISO/IEC 国内審議

団体向けの URL へアクセスします。 
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ISO 規格等閲覧用：https://jisclibrary.jsa.or.jp/iso_index.php 

IEC 規格等閲覧用：https://jisclibrary.jsa.or.jp/iec_index.php 

操作の詳細は、一般財団法人 日本規格協会 標準化戦略ユニットが配付する「JISC

ライブラリサーバ利用者用システム操作マニュアル」をご覧ください。 
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参考 3 JISC ライブラリーサーバの管理者情報及び利用者情報の更新について 

 (1)管理者情報（審議団体名、管理者氏名、管理者住所、管理者所属部署名、管理者メール

アドレス、管理者電話番号、管理者 FAX 番号、担当 TC/SC 等）の修正方法について 

 

管理者情報はご自身では変更できません。変更手続きの詳細は、一般財団法人 日本規格

協会 標準化戦略ユニットが配付する「JISC ライブラリサーバ審議団体管理用システム操

作マニュアル」をご覧ください。 

 

(2)JISC ライブラリーサーバ利用者情報（利用者氏名、ログイン ID、パスワード）更新に

ついて 

 

利用者情報は管理者が変更可能です。管理者は、一般財団法人 日本規格協会が配布する

「JISC ライブラリサーバ審議団体管理用システム操作マニュアル」をご覧いただき、お手

続きください。 
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JISC 事務局 担当課室等連絡先一覧 

 

産業技術環境局 国際標準課 

 e-mail:  isojisc@meti.go.jp 

qqgcbe@meti.go.jp  (JISC ライブラリーサーバ関連のお問合せ先) 

    tel: 03-3501-9277 / 03-3501-9283 

       fax: 03-3580-8625 / 03-3580-8598 

 

産業技術環境局 国際電気標準課 

e-mail:  iecjisc@meti.go.jp 

qqgcbe@meti.go.jp  (JISC ライブラリーサーバ関連のお問合せ先) 

     tel: 03-3501-9287 

        fax: 03-3580-8631 

 

産業技術環境局 基準認証基準認証政策課 

 tel: 03-3501-9232 

 fax: 03-3580-1418 

 

産業技術環境局 基準認証経済連携室 

tel: 03-3501-9471 

fax: 03-3580-8637 

 

産業技術環境局 認証企画室・工業標準調査室 

 tel: 03-3501-9473 / 03-3501-9222 

 fax: 03-3580-1418 

 

産業技術環境局 計量行政室 

 tel: 03-3501-1688 

 fax: 03-3580-7851 

 

一般財団法人日本規格協会 国際標準化戦略ユニット 

e-mail: e-iso@jsa.or.jp  （グローバルディレクトリのお問い合わせ先） 

e-mail: jiscls@jsa.or.jp  （JISC ライブラリサーバのお問い合わせ先） 

tel: 03-4231-8520 

 fax: 03-4231-8655 

※グローバルディレクトリの登録について（一般財団法人日本規格協会ＨＰ） 

https://webdesk.jsa.or.jp/common/W10K0500/index/dev/std_gd-toroku/ 
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一般財団法人日本規格協会 IEC 活動推進会議（IEC-APC）事務局 

 e-mail: mail2iecapc@jsa.or.jp 

 tel: 03-4231-8525 

 fax: 03-4231-8656 

 

一般財団法人日本規格協会 標準化総括・支援ユニット 標準化業務管理チーム 

 e-mail: sd@jsa.or.jp 

 tel: 03-4231-8530 

 fax: 03-4231-8660 

 

日本規格協会グループ出版情報ユニット 

 e-mail: csd@jsa.or.jp 

 tel: 03-4231-8550 

 fax: 03-4231-8665 

 

（令和元年７月現在） 


